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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半透明な外囲体内に配置された発光部を有する光源であって、
　前記発光部は発光デバイスを有すると共に該発光デバイスを少なくとも部分的に囲む半
透明な内囲体を有し、該半透明な内囲体は前記発光デバイスにより放出される光の少なく
とも一部を拡散させる拡散部を有し、前記半透明な内囲体の直径は前記半透明な外囲体の
直径よりも小さく、
　前記半透明な外囲体は基部に接続されると共に対称軸を更に有し、前記対称軸に対して
実質的に垂直であると共に前記半透明な外囲体の一部である接続点と交差する仮想基部面
が定められ、前記接続点は前記半透明な外囲体と前記基部との間の境界における該半透明
な外囲体の中心から最も遠い距離における該半透明な外囲体の光透過部であり、
　前記発光部が、前記半透明な外囲体内に、前記基部から離れる方向において前記仮想基
部面から或る距離に配置され、
　当該光源が、前記対称軸に対して及び／又は互いに対して異なる角度で配置された複数
の回路基板上に配設された複数の発光デバイスを有する光源。
【請求項２】
　請求項１に記載の光源において、前記拡散部は発光材料を有し、及び又は前記拡散部は
発光材料から構成され、該発光材料が前記発光デバイスにより放出される光を一層長い波
長の光に変換する光源。
【請求項３】
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　請求項１又は２に記載の光源において、前記発光デバイスが発光ダイオード及び／又は
発光レーザダイオードである光源。
【請求項４】
　半透明な外囲体内に配置された発光部を有する光源であって、
　前記発光部は発光デバイスを有すると共に該発光デバイスを少なくとも部分的に囲む半
透明な内囲体を有し、該半透明な内囲体は前記発光デバイスにより放出される光の少なく
とも一部を拡散させる拡散部を有し、前記半透明な内囲体の直径は前記半透明な外囲体の
直径よりも小さく、
　前記半透明な外囲体は基部に接続されると共に対称軸を更に有し、前記対称軸に対して
実質的に垂直であると共に前記半透明な外囲体の一部である接続点と交差する仮想基部面
が定められ、前記接続点は前記半透明な外囲体と前記基部との間の境界における該半透明
な外囲体の中心から最も遠い距離における該半透明な外囲体の光透過部であり、
　前記発光部が、前記半透明な外囲体内に、前記基部から離れる方向において前記仮想基
部面から或る距離に配置され、
　前記発光デバイスが接続される回路基板が、前記基部から離れる方向において前記仮想
基部面から所定の距離に前記仮想基部面に対して実質的に平行に配置され、
　前記内囲体の頂部から遠い部分における該内囲体上の放射の相対レベルを向上させるた
めに、前記内囲体内に、前記対称軸を通る断面図で見た場合に前記発光デバイスからコウ
モリ翼状又は蝶蝶状の放射プロファイルを発生させる光学エレメントが配設され、前記内
囲体の頂部が該内囲体の前記対称軸と交差する部分である光源。
【請求項５】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の光源において、前記内囲体の頂部から遠い部分に
おける該内囲体上の放射の相対レベルを向上させるために、前記内囲体内に、前記対称軸
を通る断面図で見た場合に前記発光デバイスからコウモリ翼状又は蝶蝶状の放射プロファ
イルを発生させる光学エレメントが配設され、前記内囲体の頂部が該内囲体の前記対称軸
と交差する部分である光源。
【請求項６】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の光源において、前記内囲体の直径が前記外囲体の
直径の７０％以下であり、及び／又は前記内囲体の直径が前記外囲体の直径の５０％以下
であり、及び／又は前記内囲体の直径が前記外囲体の直径の４０％以下である光源。
【請求項７】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の光源において、前記内囲体は前記発光デバイスを
収容するための切除部を有し、前記内囲体の直径は前記切除部の直径より大きく、該内囲
体の直径が前記切除部の直径を測定する方向と平行な方向で測定される光源。
【請求項８】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の光源において、前記内囲体が完全な球の形状又は
部分球の形状を有する光源。
【請求項９】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の光源において、前記内囲体が、前記対称軸に対し
て垂直な方向における寸法と比較して、前記対称軸に平行な方向に一層大きな寸法を有す
る光源。
【請求項１０】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の光源において、前記内囲体及び／又は前記外囲体
が少なくとも部分的に反射性の層を有している光源。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の光源において、前記少なくとも部分的に反射性の層が、前記内囲体
の一部上に及び／又は前記外囲体の一部上に配置される光源。
【請求項１２】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の光源において、前記発光部が、該発光部を前記基
部に接続すると共に該発光部と前記仮想基部面との間の前記距離を定めるための接続エレ
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メント上に配置される光源。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の光源において、前記発光部と前記仮想基部面との間の前記距離は、
分布面内において少なくとも２２０度の半値全幅の及び／又は少なくとも２５０度の半値
全幅の放射分布を発生するように選択され、前記分布面が前記対称軸と交差する仮想面で
ある光源。
【請求項１４】
　請求項１２又は請求項１３に記載の光源において、前記接続エレメントが、前記発光部
により前記接続点に向かって放出される光が該接続エレメントにより妨害されるのを防止
するために前記発光部から前記基部に向かって広がる円錐状接続エレメントである光源。
【請求項１５】
　請求項１２、１３又は１４に記載の光源において、前記接続エレメントが前記発光デバ
イスから熱を抽出するために該発光デバイスに熱的に接続される光源。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の光源において、前記基部が前記接続エレメントに熱的に接続された
熱伝達手段を更に有する光源。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の光源において、前記熱伝達手段が前記対称軸と平行な方向に延在す
る冷却フィンを有し、光が前記外囲体から前記冷却フィンの間の間隙を介して放出される
のを可能にする光源。
【請求項１８】
　請求項１～３のいずれか１項に記載の光源において、前記外囲体が該外囲体を介して透
過される光を拡散させるための他の拡散部を有する光源。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の光源において、前記他の拡散部は５度の半値全幅と１２０度の半値
全幅との間の拡散度を有し、該拡散度が該拡散部に入射する平行化されたペンシルビーム
の空間的散乱を生じさせる散乱挙動により定義される光源。
【請求項２０】
　請求項１ないし１９の何れか一項に記載の光源において、前記内囲体の前記外囲体に面
する壁が拡散層を有する光源。
【請求項２１】
　半透明な外囲体内に配置された発光部を有する光源であって、
　前記発光部は発光デバイスを有すると共に該発光デバイスを少なくとも部分的に囲む半
透明な内囲体を有し、該半透明な内囲体は前記発光デバイスにより放出される光の少なく
とも一部を拡散させる拡散部を有し、前記半透明な内囲体の直径は前記半透明な外囲体の
直径よりも小さく、
　前記半透明な外囲体は基部に接続されると共に対称軸を更に有し、前記対称軸に対して
実質的に垂直であると共に前記半透明な外囲体の一部である接続点と交差する仮想基部面
が定められ、前記接続点は前記半透明な外囲体と前記基部との間の境界における該半透明
な外囲体の中心から最も遠い距離における該半透明な外囲体の光透過部であり、
　前記発光部が、前記半透明な外囲体内に、前記基部から離れる方向において前記仮想基
部面から或る距離に配置され、
　前記発光部が、該発光部を前記基部に接続すると共に該発光部と前記仮想基部面との間
の前記距離を定めるための、前記発光部から前記基部に向かって広がる円錐状接続エレメ
ント上に配置される光源。
【請求項２２】
　半透明な外囲体内に配置された発光部を有する光源であって、
　前記発光部は発光デバイスを有すると共に該発光デバイスを少なくとも部分的に囲む半
透明な内囲体を有し、該半透明な内囲体は前記発光デバイスにより放出される光の少なく
とも一部を拡散させる拡散部を有し、前記半透明な内囲体の直径は前記半透明な外囲体の
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直径よりも小さく、
　前記半透明な外囲体は基部に接続されると共に対称軸を更に有し、前記対称軸に対して
実質的に垂直であると共に前記半透明な外囲体の一部である接続点と交差する仮想基部面
が定められ、前記接続点は前記半透明な外囲体と前記基部との間の境界における該半透明
な外囲体の中心から最も遠い距離における該半透明な外囲体の光透過部であり、
　前記発光部が、前記半透明な外囲体内に、前記基部から離れる方向において前記仮想基
部面から或る距離に配置され、
　前記発光デバイスが接続される回路基板が、前記基部から離れる方向において前記仮想
基部面から所定の距離に前記仮想基部面に対して実質的に平行に配置され、
　前記発光部が、該発光部を前記基部に接続すると共に該発光部と前記仮想基部面との間
の前記距離を定めるための接続エレメント上に配置され、
　前記接続エレメントが、前記発光部により前記接続点に向かって放出される光が該接続
エレメントにより妨害されるのを防止するために前記発光部から前記基部に向かって広が
る円錐状接続エレメントである光源。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半透明外囲体内に配置された発光部を有する光源に関する。
【背景技術】
【０００２】
　外囲体内に発光部を有する光源自体は既知であり、例えば、古くからの良く知られた白
熱光源を含む。これらの白熱光源は依然として広く使用されている。というのは、これら
光源は製造するのが相対的に容易であり、例えば照明器具等の多くの光学系が斯かる白熱
光源からの光分布を使用するように設計され且つ最適化されているからである。白熱光源
の良く知られた欠点は、斯かる光源がエネルギの大部分を電磁スペクトルの赤外部で放出
するので相対的に低効率であることである。そのようであるので、例えばコンパクト蛍光
光源及び、もっと最近では、発光ダイオードデバイスを有する光源等の、白熱光源を置換
するための多くの置換光源が開発されている。これらの置換光源は、白熱光源と比較して
明らかに効率を改善している。
【０００３】
　発光部として発光ダイオードデバイスを有する改良置換ランプの一例は、本出願人の未
公開特許出願"ＬＥＤを備える照明装置及び発光物質を有する透過性支持体"に見られる（
出願人の整理番号はＰＨ００９４０８であり、参照することにより本明細書に組み込まれ
るものとする）。該引用された特許出願の図３に示された実施例には、半透明出射窓内に
配設された透過性支持体内に発光ダイオードが配置された改良置換ランプが示されている
。上述した改良置換ランプの問題点は、ＬＥＤの基部に垂直な面内での放射プロファイル
が十分に広くないことである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の目的は、増加された放射プロファイルを備える光源を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の一態様によれば、上記目的は、半透明外囲体（outer envelope）内に配置され
た発光部を有する光源であって、
【０００６】
　前記発光部は発光デバイスを有すると共に該発光デバイスを少なくとも部分的に囲む半
透明内囲体（inner envelope）を有し、該半透明内囲体は前記発光デバイスにより放出さ
れる光の少なくとも一部を拡散させる拡散部を有し、前記半透明内囲体の直径は前記半透
明外囲体の直径よりも小さく、
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【０００７】
　前記半透明外囲体は基部に接続されると共に、対称軸を更に有し、仮想基部面が前記対
称軸と実質的に垂直に定められると共に、前記半透明外囲体と前記基部との間の境界にお
ける該半透明外囲体の中心から最も遠い距離での該半透明外囲体の光透過部である接続点
と交差し、
【０００８】
　前記発光部が前記半透明外囲体の内部に前記仮想基部面から前記基部から離れる方向に
おける或る距離に配置されるような光源により達成される。
【０００９】
　本発明による上記光源と、先に引用した未公開特許出願の図３に示された改良置換ラン
プとの間の相違は、前記発光部が前記半透明外囲体の内部に前記仮想基部面から前記基部
から離れる方向における或る距離に配置される点にある。該発光部は、発光デバイスと半
透明内囲体との両方を有するので、上記発光部と上記基部面との間の距離は、該基部面か
ら例えば上記半透明内囲体の底部までの距離を示す。該半透明内囲体は、上記基部面とは
交差せず、完全に該基部面から或る距離に配置される。
【００１０】
　本発明による上記光源の効果は、本発明による該光源の空間的放射プロファイルが増加
される点にある。本発明による上記発光部は拡散部を備える半透明内囲体を有すると共に
、該発光部は上記仮想基部面から或る距離に配置されるので、より多くの光が上記仮想基
部面に向かう方向に放出され、かくして、先に引用した未公開特許出願の図３に示される
改良置換ランプと比較して本発明による光源の空間的放射プロファイルを増加させる。
【００１１】
　対称軸を有する光源の放射プロファイルは、典型的には、上記対称軸と交差する面（以
下、分布面としても示される）内における当該光の角度分布として定義される。本明細書
において、この角度分布は、当該分布面において当該光源の周囲で測定される輝度（inte
nsity）の半値全幅値（以下、ＦＷＨＭとしても示される）を用いて定義される。先に引
用した未公開特許出願による改良置換ランプにおいては、分布面における該ＦＷＨＭ定義
を使用した角度分布は、１８０度未満であろう。これは、発光ダイオードが典型的には輝
度の半分で１８０度未満しかカバーしないようなランバート光分布を放出するという事実
によるものである。上記未公開特許出願の斯様なランプを、既知の白熱光源に対して最適
化された光学系を有する照明器具において改良交換ランプとして使用する場合、この改良
交換ランプを有する照明器具の放射特性は、典型的には、異なるようになる。というのは
、該未公開特許出願による改良交換ランプの角度分布が、白熱光源の角度分布とは大幅に
異なるからである。本発明による光源においては、前記内囲体が拡散部を有すると共に、
前記仮想基部面から或る距離に配置され、これが上記内囲体から仮想基部面に向かって一
層大きな光束を発生し、これを分布面において空間的放射プロファイルを典型的には１８
０度のＦＷＨＭを十分に越える値まで増加させるために使用することができる。上記内囲
体の拡散部の拡散度を注意深く選定すると共に、前記外囲体内における該内囲体の位置を
注意深く選定することにより、本発明による光源の、良く知られた白熱光源の放射プロフ
ァイルに極めて類似した放射プロファイルを発生することができる。上記拡散部の拡散度
は、該拡散部上に入射する平行化されたペンシルビームの散乱挙動であって、該入射する
平行化されたペンシルビームの空間的散乱を生じる該散乱挙動を測定することにより決定
される。上記の入射する平行化されたペンシルビームは、典型的には、１度未満の発散Ｆ
ＷＨＭを有するものである。そのようであるので、本発明による光源を既知の白熱光源に
対して最適化された光学系を有する照明器具に使用する場合、本発明による光源を用いた
該照明器具の放射特性は、白熱光源が使用された場合の放射特性と実質的に同様となるで
あろう。
【００１２】
　本発明による光源の更なる利点は、外囲体内の基部から或る距離における単一の発光部
を、当該光源があたかもフィラメントを有するかのような動作中における該光源の外観（



(6) JP 5711217 B2 2015.4.30

10

20

30

40

50

見え方）を発生するように使用することができる点にある。この本発明による光源の固有
の外観は、以下ではフィラメント効果として示す。白熱光源において、フィラメントは非
常に高輝度の箇所から光を放出する。人の目は相対的に小さな箇所（フィラメントである
）から到来する斯様な高輝度を処理することができないので、既知の白熱光源内の該フィ
ラメントは、人の目により、ガラス外囲体内のフィラメントよりも大きな白熱体積として
観察される。前記内囲体を白熱光源内で上記白熱球が知覚される場所と実質的に同一の箇
所に用いることにより、本発明による光源により、白熱光源の動作時の外観を非常に良く
真似ることができる。特に、白熱光源内のフィラメントの位置が重要である光学設計にお
いては、本発明による光源を、白熱光源と実質的に類似した特性を持つ一方、特に発光デ
バイスとして発光ダイオードが使用される場合には大幅にエネルギ効率的な改良置換ラン
プとして使用することができる。上記フィラメント効果により、本発明による光源の放射
は、空間的放射プロファイル及び外観の両方の点で、白熱光源の放射と極めて類似する。
【００１３】
　当該光源の一実施例において、前記拡散部は発光材料を有し、及び／又は該光源は発光
材料から構成される。該発光材料は前記発光デバイスから放出される光を一層長い波長の
光に変換するよう構成される。典型的には、入射する光の全てが該発光材料により変換さ
れることはない。変換された光は、典型的には、全方向に放出されるので、該発光材料は
該変換される光に対して拡散部として作用する。加えて、発光材料は、時には、当該発光
材料により透過され又は反射された光の一部を拡散させもする。従って、一実施例におい
て、前記内囲体は拡散部及び発光材料の両方を有する。他の実施例において、該内囲体は
、拡散部としても作用する発光材料のみを有することができる。他の例として、上記内囲
体は、例えば発光材料が当該内囲体を製造することができるような自己支持的材料である
場合、完全に発光材料から構成することができる。当該内囲体に入射する光の第１部分は
、当該発光材料により吸収され、該吸収された光の一部は一層大きな波長の光に変換され
るであろう。吸収された光のどの程度が一層大きな波長の光に変換されるかは、なかでも
、当該発光材料の量子効率、単位面積当たりの全蛍光体負荷及び前記拡散部の拡散特性に
依存する。当該内囲体に入射する光の第２部分は、当該発光材料による反射及び拡散によ
り、又は当該発光材料と混合され得るか若しくは当該内囲体に当該発光材料とは異なる層
で被着され得る他の発光材料による反射及び拡散により、拡散されるであろう。当該内囲
体に入射する光の第３部分は、拡散又は変化されることなく該内囲体により透過され得る
。
【００１４】
　上記拡散部は上記内囲体の内壁又は外壁上に層として被着することができる。他の例と
して、該拡散部は当該内囲体を構成する材料内に埋め込むことができる。例えば、上記内
囲体を構成する材料は、該内囲体が当該材料から製造される前に該材料内に埋め込まれた
散乱粒子を有することができる。
【００１５】
　また、前記発光材料は、当該内囲体の内壁又は外壁上に層として被着することができる
。また、該発光材料は、当該内囲体を構成する材料内に埋め込むこともできる。該発光材
料は、入射する当該発光デバイスの光を一層長い波長の光に変換する単一の発光物質を有
することができる。他の例として、該発光材料は、同一の又は異なる色の光を吸収すると
共に、該吸収された光を異なる色を持つ一層長い波長の光に変換するような異なる発光物
質の混合物を有することもできる。他の例として、該発光材料は異なる発光物質の混合物
を有することができ、その場合において、これら発光物質は異なるスペクトル吸収及び励
起特性を有し（即ち、これら物質は異なるポンプ波長の光により照射されると別々に励起
される）、当該光源は２つの実質的に異なる色の光を放出することができる。斯かる異な
る発光物質は、代わりに、互いに上下に被着される層として被着することもできる。発光
物質の混合物の場合、当該混合物の発光物質のうちの一方により放出される何らかの光は
、別の発光物質により部分的に吸収され得、該別の発光物質は、この吸収された光を再び
一層長い波長を持つ光に変換する。このような実施例では、前記発光部は例えば青色の光
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を放出することができる一方、第１の発光物質は該青色の光の一部を吸収すると共に該吸
収された光の一部を緑色の光に変換することができる。上記第１の発光物質と混合された
又は該第１の発光物質上に層として被着された第２の発光物質は、上記緑色の光の一部を
吸収すると共に、該吸収された光の一部を赤色の光に変換することができる。上記第１及
び第２の発光物質の適切な混合又は適切な層厚を選択することにより、当該光源は固有の
色の光を放出することができる。この色は、当該混合物における異なる発光物質の濃度を
調整することにより、又は斯かる発光物質の層の厚さを調整することにより、又は当該光
源のスペクトル放射を調整することにより調整することができる。
【００１６】
　この前後関係において、例えば赤色又は緑色等の固有の色の光は、典型的には、所定の
スペクトルを持つ光を有する。固有の色の所定のスペクトルは、該固有の色の光として知
覚される中心波長の周辺に固有の帯域幅を持つ光の貢献度を有する。また、該所定のスペ
クトルは複数の狭いスペクトルからなり得、前記中心波長は該複数の狭いスペクトルのう
ちの上記知覚される色の波長として定義することができる。該中心波長は、放射強度スペ
クトル分布の平均波長である。この前後関係において、所定の色の光は、紫外光及び赤外
光等の非可視光も含む。"原色"なる用語は、典型的には、実質的に全ての色を発生するこ
とが可能となるように混合されるために使用される光に対して使用される。原色は、例え
ば、赤、緑、青、黄色、琥珀色（アンバ）及びマゼンタを含む。また、固有の色の光は、
青及びアンバ、又は青、黄色及び赤、又は青、緑及び赤等の原色の混合も含むことができ
る。固有の色は、例えば、赤色、緑色及び青色光の固有の混合からなり得る。また、固有
の色の光は、白色光も含み、典型的には固有の色温度を持つ白色光として示されるような
異なるタイプの白色光も含む。固有の色を発生するために使用される原色の数は変化し得
る。
【００１７】
　当該光源の一実施例において、前記発光デバイスは発光ダイオード及び／又は発光レー
ザダイオードである。この実施例の利点は、発光ダイオードのエネルギ効率が相対的に高
く、当該光源を非常に効率的な光源にするということである。発光ダイオード及び／又は
発光レーザダイオードは、蛍光体変換発光ダイオード及び／又は蛍光体変換発光レーザダ
イオードを含むことができる。
【００１８】
　当該光源の一実施例において、前記発光デバイスは前記仮想基部面に対して実質的に平
行に配置された実質的に平らな回路基板上に配設される。この実施例の利点は、上記回路
基板は製造するのが相対的に容易であるということである。該実質的に平らな回路基板を
本発明による前記発光部内に配置する場合、当該光源の光の空間分布は依然として相対的
に大きなものとなる。発光ダイオードを有すると共に白熱光源を置換するように構成され
た他の光源が知られている。このような光源は、例えば、米国特許出願公開第2003/00391
20号から知られている。この米国特許出願公開第2003/0039120号の既知の光源においては
、光分布を改善するために複数の発光ダイオードが使用されている。この既知の光源にお
ける斯かる複数の発光ダイオードは、互いに対して異なる角度で配置されているが、これ
は製造するのが相対的に困難である。というのは、これらの異なる光源は単一の回路基板
上には配置することができず、複数の回路基板上に配置されねばならず、これら複数の回
路基板は、好ましくは、単一の電源から電力を供給するために相互接続しなければならな
いからである。更に、上記複数の光源の後ろ側は、該米国特許出願公開第2003/0039120号
に開示された既知の光源の中心に向けられるので、上記複数の光源の冷却が問題となる。
本発明による光源においては、単一の回路基板が前記発光ダイオードを有する一方、前記
内囲体の拡散部により、及び該内囲体と前記仮想基部面との間の前記距離により、本発明
による光源の、白熱光源の放射分布に極めて類似した角度分布を発生することができる。
【００１９】
　当該光源の一実施例において、該光源は、前記対称軸に対して及び／又は互いに対して
異なる角度で配置された複数の回路基板上に配設された複数の発光デバイスを有する。こ
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の構成は、ビーム幅を更に向上させることができる。
【００２０】
　当該光源の一実施例では、前記対称軸を経る断面で見た場合に前記発光デバイスからコ
ウモリ翼又は蝶蝶状の放射プロファイルを発生するために前記内囲体内に光学エレメント
が配設され、当該内囲体の上記対称軸と交差する部分である該内囲体の頂部から離れた位
置において該内囲体上の放射の相対レベルを向上させる。このような光学エレメントは既
知であり、当該光源との組み合わせで、ビーム径を更に増加させると共に当該光源により
放出される角度色特性（color over angle）を改善する。
【００２１】
　当該光源の一実施例において、前記内囲体の直径は前記外囲体の直径の７０％以下であ
り、及び／又は前記内囲体の直径は前記外囲体の直径の５０％以下であり、及び／又は前
記内囲体の直径は前記外囲体の直径の４０％以下である。内囲体の直径が外囲体の直径の
約７０％以下である場合、当該光源は、動作時において、フィラメント効果としても示し
たような既知の白熱ランプの美的外観に類似する。この既知の白熱ランプの外観との類似
は、多くの光学系が外囲体内の所定の位置に白熱フィラメントを有する光源のために設計
されているという点で技術的利点を有する。本発明による光源における上記フィラメント
効果により、本発明による光源は、実質的に全ての光学系において当該光学系の再設計を
要することなしに白熱ランプを実質的に直に置換することができる。フィラメント効果を
最良に模するために、前記内囲体の直径は可能な限り小さくする。しかしながら、前記内
囲体の相対的に小さな直径のものを使用する場合、発光ダイオードの存在による該内囲体
の温度上昇は重大となり得、かくして、該内囲体の前記発光材料が熱的消光により劣化し
得、及び／又は該内囲体の非発光材料が熱的若しくは光／熱的効果により劣化し得る。更
に、相対的に小さな直径による上記発光材料上の高い光束密度も、該発光材料を劣化させ
得る。そのようであるので、当該内囲体の最適な直径は、上記フィラメント効果が十分な
程度に達成される一方、上記発光材料の温度上昇を制限するような状況で見付けられ得る
。
【００２２】
　当該光源の一実施例において、前記内囲体は前記発光デバイスを収容するための切除部
を有し、当該内囲体の直径は該切除部の直径より大きい。当該内囲体の直径は、上記切除
部の直径を測定する方向と平行な方向で測定されるものとする。このような構成において
、上記内囲体は該内囲体と前記発光デバイスを有する回路基板との間の交差部においては
外方向に延びる。該内囲体の斯かる最初の延在部は、該拡散性内囲体の一部が実質的に前
記仮想基部面に面するようにさせ、該拡散部により拡散された上記発光デバイスの光の大
部分が前記接続点に向かって放出され、これにより該接続点に向かって放出される光エネ
ルギを増加させ、かくして放射光分布の幅を更に増加させることを保証する。
【００２３】
　当該光源の一実施例において、前記内囲体は完全な球状又は部分球状を有する。この実
施例の利点は、該球状の形状が既知の白熱ランプにおける白熱フィラメントの知覚される
形状に極めて類似するということである。更に、球状の形状は製造するのが相対的に容易
であると共に、相対的に強い機械的構造を構成する。当該内囲体は、該内囲体の球状形状
の一部が例えば発光デバイスを収容するための例えば前記切除部により除去されている場
合に、部分球状の形状を有することができる。
【００２４】
　当該光源の一実施例において、前記内囲体は前記対称軸に対し垂直な方向における寸法
と比較して、前記対称軸に対して平行な方向において一層大きな寸法を有する。このよう
な内囲体の結果、当該内囲体が実質的に球状の形状を有する先の実施例と比較して、異な
るフィラメント効果を生じる。
【００２５】
　当該光源の一実施例において、前記内囲体及び／又は外囲体は少なくとも部分的に反射
性の層を有する。このような少なくとも部分的に反射性の層は、例えば前記外囲体と前記



(9) JP 5711217 B2 2015.4.30

10

20

30

40

50

対称軸との間の交差部の近傍に入射する光を反射することができ、この光の少なくとも一
部を前記基部面に向かって後方に反射し、かくして、本発明による光源の空間的放射プロ
ファイルを増加させる。
【００２６】
　当該光源の一実施例において、上記少なくとも部分的に反射性の層は、前記内囲体の一
部上に及び／又は前記外囲体の一部上に配設される。例えば、前記内囲体又は外囲体の頂
部が、該少なくとも部分的に反射性の層を備える領域を有することができる。このような
反射性領域は、明らかに光を後方に反射し、空間的放射プロファイルを増加させるであろ
う。前記内囲体及び外囲体の頂部は、これら内囲体及び外囲体の前記対称軸と各々交差す
る部分である。
【００２７】
　当該光源の一実施例において、前記発光部は、該発光部を前記基部に接続すると共に該
発光部と前記仮想基部面との間の前記距離を定めるための接続エレメント上に配置される
。該接続エレメントは、前記外囲体内における上記発光部の位置を定める際の製造を容易
にするために使用することができる。上記発光部は、典型的には、前記発光デバイスを有
する回路基板を介して光を放出することはないので、前記基部と該回路基板との間におけ
る当該接続部の配置は、本発明による光源の放射分布及び光の放出を妨害することはない
。
【００２８】
　当該光源の一実施例において、前記発光部と前記仮想基部面との間の前記距離は、前記
対称軸と交差する仮想面であるような分布面において少なくとも２２０度の半値全幅及び
／又は少なくとも２５０度の半値全幅の放射分布を発生するように選択される。上記分布
面は、例えば、図４Ｂに示すような断面の面とすることができるか、又は上記対称軸と交
差する如何なる他の面とすることもできる。本発明による光源の放射分布は、典型的には
、上記対称軸の周りで実質的に回転対称的となるが、該回転対称からの僅かのずれが、上
記発光部内における２以上の発光デバイスの存在により生じ得る。このように、上記分布
面内で放射分布を定めることは、当該光源の三次元での放射分布を定めるような相対的に
簡単な二次元表現を可能にする。
【００２９】
　当該光源の一実施例において、前記接続エレメントは、前記発光部により該接続点に向
かって放出される光が該接続エレメントにより妨害されることを防止するために、前記発
光部から前記基部に向かって広がる円錐状接続エレメントである。斯かる円錐状の接続エ
レメントの使用は、上記発光部により前記接続点に向かって放出される光が該接続点にも
到達し、かくして、本発明による光源により放出される光の分布の幅を増加させるのを可
能にする。特に、前記切除部が当該内囲体の直径よりも小さくなる球形帽子状の内囲体と
の組み合わせにおいて、上記円錐状の接続エレメントは、該球形帽子状の内囲体により放
出される光が前記接続点に向かって放出されるのを可能にし、かくして、本発明による光
源から放出される光の分布を改善する。従って、上記円錐の幅は、好ましくは、上記接続
点を越えてはならない。更に、上記円錐の使用は、上記発光部から放出される光を妨害す
ることなしに、本発明による光源に付加的電子回路を追加するのを可能にするような空間
を画定するという更なる利点を有する。典型的には、本発明による光源には、電力変換電
子回路及び発光ダイオード等の発光デバイスを駆動するための駆動電子回路が必要とされ
る。当該光源の外部寸法は、好ましくは、置換されるべき白熱光源の外部寸法にも類似す
るであるから、これらの付加的電子回路に対しては極僅かな空間しか残されていない。上
記円錐状接続エレメントの内側は、これらの回路のための貴重な空間を提供する。
【００３０】
　当該光源の一実施例において、前記接続エレメントは、前記発光デバイスから熱を抽出
除去するために該発光デバイスに熱的に接続される。発光デバイスは、典型的には、熱を
生成し、該熱は該発光デバイスを過熱から防止するために該発光デバイスから導排出され
ねばならない。特に、発光ダイオードを使用する場合、当該発光デバイスが効率的に動作
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することを保証するために、熱の調整が必須である。生成された熱を当該接続エレメント
を介して、更なる冷却手段に接続することが可能な前記基部に導くことは、このように、
本発明による光源にとり有益であり得る。
【００３１】
　当該光源の一実施例において、前記基部は前記接続エレメントに熱的に接続された熱伝
達手段を更に有する。このような熱伝達手段は、例えば、当該熱を周囲に導くための冷却
フィン及び／又はヒートシンクとすることができる。また、該熱伝達手段は、例えば熱を
冷却液等の流体と交換する熱交換手段等の他の冷却手段とすることもできる。
【００３２】
　当該光源の一実施例において、上記熱交換手段は冷却フィンを有し、これら冷却フィン
は、光が前記外囲体から冷却フィンの間の間隙を介して放出されるのを可能にするために
前記対称軸に平行な方向に延びる。前記接続エレメントの近傍における前記対称軸に対し
て垂直な方向の上記冷却フィンの幅は、前記基部の近傍における上記接続エレメントの幅
よりも大きくすることができ、これは、上記冷却フィンに沿う空気の流れを改善するため
に使用することができる。これらの冷却フィンは光が当該光源から放出されるのを妨害す
る可能性があるので、これら冷却フィンは上記対称軸に対して平行に配置され、このこと
は、前記発光部から放出された光が斯かる冷却フィンの間の間隙を介して放出されるのを
可能にする。この構成は、当該冷却フィンによる可能性のある妨害を極小まで減少させる
。請求項１に記載される接続点は、２つの冷却フィンの間に位置させることができる。と
いうのは、該接続点は、前記外囲体と前記基部との間の境界における該外囲体の中心から
最も遠い距離に位置する該外囲体の光透過部を表すからである。かくして、この場所は、
上記冷却フィンが半径方向において外囲体まで又は外囲体の外側に延在する場合、明らか
に斯かる２つの冷却フィンの間に位置され得る。上記冷却フィンの間の間隙における光分
布は、白熱光源のための既知の交換ランプと比較して、光の放射分布を改善するのに十分
であり得る。
【００３３】
　当該光源の一実施例において、前記外囲体は、該外囲体を介して透過される光を拡散さ
せる他の拡散部を有する。この外囲体における他の拡散部は、２つの態様で作用する。第
１に、該拡散部は前記内囲体から発する光を更に拡散させて、当該光源により放出される
光の空間分布を更に向上させ、かくして当該光源の放射分布を向上させる。他方、この他
の拡散部は上記外囲体上に入射する周囲からの光を拡散させると同時に、周囲からの光で
あって、上記外囲体を介して透過され、前記内囲体に入射し、次いで該内囲体により反射
され又は散乱されて当該外囲体を再び経る光を拡散させる。かくして、上記内囲体は外側
からはぼんやりとしか見えず、該内囲体の色を遮ると共に拡散させる。このことは、オフ
状態で観察された場合に、該光源の色の見えを減少させる。当該内囲体は発光材料を有す
ることができる。例えば、青色の光を放出する発光ダイオードを使用する場合、実質的に
白色光を生成するための該内囲体の発光材料により放出される光の色は、黄色の光である
。このような発光材料は、オフ状態においても黄色の外観を有する。そのようであるので
、黄色の光を放出する発光材料を有する内囲体を備える光源の色の見えは、典型的には、
黄色であり、このことは、斯様な光源を購入する顧客を惑わし得る。斯かる光源は黄色に
見えるが、該光源のオン状態において放出される光は実質的に白色である。顧客の斯様な
混乱を防止するために、前記外囲体は上記の他の拡散部を有し、該拡散部は内囲体がぼん
やりとしか見えないようにして、本発明による光源の黄色の見え方を減少させる。
【００３４】
　当該光源の一実施例において、上記他の拡散部は５度と１２０度との間の半値全幅の拡
散度を有し、この場合、該拡散度は当該拡散部に入射する平行化されたペンシルビームの
散乱挙動であって、該入射する平行化されたペンシルビームの空間的散乱を生じさせる散
乱挙動により定義される。上記の入射する平行化されたペンシルビームは、典型的には、
１度未満の発散ＦＷＨＭを有するものである。この前後関係において、５度を超えて拡散
されない光は、実質的に変化されないものと見なされ、従って拡散されていないと見なさ
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れる。
【００３５】
　当該光源の一実施例において、前記内囲体の前記外囲体に面する壁は拡散層を有する。
付加的に内囲体の外層上に拡散層を被着することにより、オフ状態における該内囲体の見
えを変えることができる。上記拡散層が白色の拡散層を有する場合、該内囲体の色の見え
は実質的に白色となり得、かくして、本発明による光源を見る場合の顧客の混乱を防止す
る。上記拡散層は、白色光により照射された場合に典型的に白く見える、例えばＴｉＯ２

又はＳｉＯ２又はＡｌ２Ｏ３等を有することができる。前記発光デバイスは、しばしば、
青色の光を放出し、該光の一部は内囲体上の発光材料により黄色の光に変換される。上記
青色光及び黄色光を混合すると、結果として白色光が生じ得る。それでも、黄色光を放出
する発光材料も、しばしば、黄色の外観を有する。かくして、上記内囲体は黄色の外観を
有し得、これは、オフ状態の光源を見た際に、オン状態においても黄色の光を放出するで
あろうと思いかねないという点で顧客を混乱させ得る。従って、斯かる内囲体の外壁上に
上記拡散層を追加することにより、オフ状態における該内囲体の見えを決定することがで
きる。上記拡散層が、内囲体の外層上に白色の拡散層を有する場合、当該光源の見えは実
質的に余り飽和されず（即ち、余り着色されず）、該光源を購入する顧客の混乱を回避す
る。
【００３６】
　当該光源の一実施例において、該光源は発光デバイスを有する面を更に有し、該面は反
射層を有し、及び／又は他の発光材料を有する。この実施例の利点は、上記反射層の存在
が光の再利用を向上させると共に当該光源の効率を改善することである。更に、入射光を
吸収する面を有する場合、前記発光デバイスを有する面の温度は上昇し得るが、これは好
ましくない。上記面上に上記他の発光材料を被着させる場合、更なる光の変換が可能とな
り、これにより、例えば色変換を向上させ、又は所要の色に一層良好に一致するように当
該光源により放出される色を微調整する。上記他の発光材料は、上記発光デバイスに存在
する如何なる色変動をも補正するために使用することもできる。特に、発光ダイオードに
より放出される光の色は、発光ダイオードの異なる製造バッチでは相違し得る。当該発光
ダイオードを有する印刷回路基板に、特定の他の発光材料を適用するか、又は他の発光材
料の特定の混合物を被着させることにより、発光ダイオード間の色変動を補償することが
できる。
【００３７】
　当該光源の一実施例において、該光源は、前記外囲体内の非透光性表面に被着された反
射層及び／又は他の発光材料を更に有する。この実施例の利点は、実質的に全ての非透光
性表面を使用することにより、より多くの反射及び／又は発光面を生じさせることができ
、更に改善された効率を可能にする点である。この実施例の他の利点は、ビーム幅（即ち
、前記ＦＷＨＭ）の調整を可能にする点である。更に、この実施例は光の方位角分布の色
の変動の最小化を可能にする。
【００３８】
　当該光源の一実施例において、前記発光デバイスは前記対称軸に対して及び／又は互い
に対して異なる角度で配置された複数の発光ダイオードを有する。異なる角度で配置され
た発光ダイオードの使用は、典型的には、相対的に高価な印刷回路基板につながるが、斯
かる使用は、本発明による光源の放射分布の能動的な調整を可能にする。内部で上記発光
デバイスが光を放出する拡散性の内囲体を使用することは、これらの放射分布を相対的に
滑らかな放射分布に平均化する。
【００３９】
　当該光源の一実施例において、前記発光デバイスは蛍光体増強（phosphor-enhanced）
発光デバイスを有する。蛍光体増強光源は広く使用されており、本発明による光源に非常
に良好に適用することができる。
【００４０】
　当該光源の一実施例において、前記発光デバイスは青色の光を放出するように構成され
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、前記内囲体は該青色光を吸収すると共に該吸収された光の一部を黄色の光に変換するよ
うに構成された発光材料を有する。当該光源の内部の発光材料の濃度を選択することによ
り、該光源により放出される光の色を決定することができる。青色光と黄色光とを組み合
わせることにより白色光を発生することができる。
【００４１】
　当該光源の一実施例において、前記発光デバイスは青色の光と赤橙色の光とを放出する
ように構成され、前記内囲体は上記青色光を吸収すると共に該吸収された光の一部を黄緑
色の光に変換するように構成された発光材料を有する。赤橙色の光を放出する発光デバイ
スは、例えば、青色光も放出することができる又はできない蛍光体増強発光ダイオードデ
バイスとすることができるか、又は本来的に赤橙色の光を放出する発光ダイオードデバイ
スとすることができる。
【００４２】
　当該光源の一実施例において、前記内囲体に面する前記外囲体の壁は、前記発光部によ
り放出される光を一層長い波長の光に変換する更に他の発光層を有する。この更に他の発
光層は、当該外囲体に被着された拡散層としても作用することができる。
【００４３】
　当該光源の一実施例において、前記内囲体に面する前記外囲体の壁は、前記発光部によ
り放出される光を一層長い波長の光に変換する有機ルモフォア（lumophor）層を有するこ
とができる。ルモフォア層を使用する場合の利点は、斯かるルモフォア層が実質的に散乱
を有さず、これが当該系の効率を更に向上させることである。当該光源における如何なる
散乱も、何らかの光の損失につながる。散乱を有さない光変換層を有することは、散乱損
失を減少させ、かくして、効率を改善するであろう。有機ルモフォア物質の他の利点は、
該ルモフォアを相対的に小さなストークシフトを有するように選択することができること
である。発明者は、１５０ナノメートルより小さい、又は一層好ましくは１００ナノメー
トルより小さいストークシフトを有しながら光を変換する有機ルモフォア物質を用いる場
合、該ルモフォア物質により放出される光の放射スペクトルは狭いままであり、当該光源
の放射スペクトルは、該スペクトルの深紅領域に拡張することから防止されることを見い
だした。ルモフォア物質は、典型的には、赤色を有する光を供給するために使用されるの
で、上記放射スペクトルの制限は、該有機ルモフォア物質の赤外への寄与を限定し、かく
して、良好な効率を保証するのを可能にする。このような光源において、第１の発光材料
は、例えば、前記発光デバイスからの青色光を緑色光に変換することができ、上記ルモフ
ォア物質は該緑色光の一部を赤色光に変換することができる。他の色の組み合わせも、本
発明の範囲から逸脱することなしに、選択することができる。
【００４４】
　本発明の上記及び他の態様は、後述する実施例から明らかとなり、斯かる実施例を参照
して解説されるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】図１は、本発明による光源の側面図を示す。
【図２】図２は、本発明による光源の放射分布を示すグラフを示す。
【図３Ａ】図３Ａは、本発明による光源の他の実施例の側面図を示す。
【図３Ｂ】図３Ｂは、本発明による光源の更に他の実施例の側面図を示す。
【図４Ａ】図４Ａは、本発明による光源の或る詳細レベルでの断面図を示す。
【図４Ｂ】図４Ｂは、本発明による光源の他の詳細レベルでの断面図を示す。
【図５Ａ】図５Ａは、本発明による或る光源の断面図を示し、外囲体が省略されている。
【図５Ｂ】図５Ｂは、本発明による他の光源の断面図を示し、外囲体が省略されている。
【発明を実施するための形態】
【００４６】
　以下の説明において、図は純粋に図式的なもので、寸法通りには描かれていない。特に
、明瞭化のために、幾つかの寸法は強く誇張されている。また、各図における同様の構成
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要素は、可能な限り同様の符号により示されている。
【００４７】
　図１は、本発明による光源１０の側面図を示す。該光源１０は、半透明外囲体（transl
ucent outer envelope）３０内に配置された発光部２０を有している。発光部２０は発光
デバイス４０（図４参照）を有し、該発光デバイスは、該発光デバイス４０により放出さ
れる光の少なくとも一部を拡散させるための拡散部（図示略）を有する半透明内囲体（tr
anslucent inner envelope）５０により少なくとも部分的に囲まれている。該拡散部は、
内囲体５０の壁に組み込むことができるか、又は該内囲体５０の内壁若しくは外壁に層と
して被着することができる。上記半透明内囲体５０の直径ｄｉは前記半透明外囲体３０の
直径ｄｏよりも小さい。半透明外囲体３０は、通常は透光性ではない基部６０に接続され
ている。更に、半透明外囲体３０は、対称軸Ｓを有している。図１には、仮想基部面Ｐも
一点鎖線で示されている。この仮想基部面Ｐは、対称軸Ｓに対して実質的に垂直に定めら
れると共に、半透明外囲体３０の一部である接続点Ｃと交差するものである。接続点Ｃは
、半透明外囲体３０と基部６０との間の境界における該半透明外囲体の中心Ｍから最も遠
い距離における、該半透明外囲体３０の光透過部である。半透明外囲体３０の中心Ｍは、
上記の最も遠い距離を見付けなければならない方向を定めるために使用されるだけである
ので、該中心Ｍの正確な位置は必要ではない。
【００４８】
　発光部２０は、半透明外囲体３０内に、基部６０から離れる方向において仮想基部面Ｐ
から距離Ｄに配置される。
【００４９】
　上記仮想基部面Ｐは、上記外囲体内の発光部により放出される光を物理的に遮蔽する周
縁（リム）を定める。該仮想面は、前記基部に最も近い透光点として定義される前記接続
点Ｃと交差するので、該接続点は、依然として光を放出する上記基部に最も近い点である
。上記発光部と基部との間の距離を該仮想基部面Ｐを介して定めることにより、本明細書
の導入部で引用した前記非公開特許出願に示された実施例と比較した場合に放射分布の増
加が始まる点が定められる。
【００５０】
　本発明による光源１０の効果は、本発明による該光源１０の放射プロファイル（図２参
照）が増加される点である。本発明による発光部２０は拡散部を備える半透明内囲体５０
を有する故に、且つ、該発光部２０が仮想基部面Ｐから距離Ｄに配置される故に、より多
くの光が仮想基部面Ｐに向かう方向に放出され、かくして、当該光源１０の該仮想基部面
Ｐに向かう方向の放射プロファイルを増加させる。一般的に、拡散部における各拡散点は
入射光の一部が実質的に多方向に（等方性散乱の場合には、全方向にさえ）散乱されるよ
うにさせる。この拡散発光部２０を基部６０から"上昇させる"ことは、当該光源１０から
光が放出される角度を増加させ、かくして、放射プロファイルを増加させる。
【００５１】
　発光部２０と仮想基部面Ｐとの間の距離Ｄがゼロであったとすると、該発光部２０の"
上昇"は存在せず、基部６０の周縁は、光のかなりの部分が、当該光源１０により前記対
称軸Ｓに沿って該基部から前記外囲体に向かって指す方向から９０度を超える角度で放出
されるのを阻止し、これは、１８０度より実質的に大きくない放射分布に相当する。この
ような実施例では、実質的に仮想基部面Ｐに向かって光が放出されることはない。発光部
２０を仮想基部面Ｐから距離Ｄに配置することにより、内囲体５０の拡散部からの散乱光
が、散乱光の一層大きな寄与分が仮想基部面Ｐに向かって放出され、かくして放射分布を
１８０度より大きく増加させることを保証する。
【００５２】
　本発明による光源１０の他の利点は、外囲体３０内の基部６０から距離Ｄにある発光部
２０を、動作時において、当該光源１０があたかもフィラメントを有するかのような見え
方を生じるように使用することができることである。白熱光源においては、フィラメント
は非常に高い輝度の光を放出する。人の目は斯様な高い輝度を処理することができないの
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で、既知の白熱光源内の斯かるフィラメントは、しばしば、人の目によりガラス外囲体内
で白熱する球として観察される。前記内囲体２０を、白熱光源内で上記の白熱する球が知
覚されるのと実質的に同一の位置に用いることにより、本発明による光源１０により、動
作時において、白熱光源の見え方が非常に良く模擬される。このことは、白熱光源内のフ
ィラメントの位置が重要であるような光学的設計において特に有益であり得る。本発明に
よる光源１０は、白熱光源と実質的に同様な特性を持つ改良交換ランプとして直接使用す
ることができる一方、特に発光デバイス４０として発光ダイオード４０（図４参照）が使
用される場合に大幅にエネルギ効率的となる。
【００５３】
　前記基部と発光部２０との間の距離Ｄは、当該ビーム幅が少なくとも２２０度のＦＷＨ
Ｍとなるように選択することができる。この結果、典型的には、内囲体５０の重心は、当
該光源１０の基部６０に対して外囲体３０の高さの1/4と、該外囲体３０の高さの3/4との
間の、好ましくは、当該光源１０の基部６０に対して外囲体３０の高さの1/3と、該外囲
体３０の高さの2/3との間の或る位置に配置されることになる。上記外囲体３０の高さは
、対称軸Ｓの方向において測定される。
【００５４】
　各構成要素の幾何学構造は、前記ビーム幅が少なくとも２２０度のＦＷＨＭとなるよう
に選択される。このことは、前記内囲体の最大直径における該内囲体の表面上の点と前記
接続点Ｃとを接続する線（図示略）と、前記対称軸Ｓとの間の角度が９０度より小さい、
好ましくは４５度より小さい、より好ましくは３０度より小さくなるような上記構成要素
の幾何学構造を選択することにより達成することができる。図１に示した実施例において
、先のラインで定義された角度は約２５度であり、このランプは、結果として、約２５０
度のＦＷＨＭのビーム角を生じる。加えて、内囲体２０の拡散度は、好ましくは高く、好
ましくは８０度より大きなＦＷＨＭとする。
【００５５】
　前記内囲体２０は、前記発光デバイス４０を収容するための切除部５５を有する。図１
に示された実施例において、該切除部５５は、球状内囲体２０を経る平らな切断部として
形成されている。勿論、切除部５５の他の形状も可能である。内囲体２０の直径ｄｉは、
切除部５５の直径ｄｃよりも大きい。結果として、内囲体２０は、該内囲体２０と発光デ
バイス４０を有する回路基板７０（図４Ｂ参照）との間の交差部において、外方に張り出
す。内囲体２０の該最初の延在部は、該内囲体２０における前記拡散部の一部が実質的に
前記仮想基部面Ｐに対面するようにさせる。かくして、より多くの光が該仮想基部面Ｐに
向かって散乱され、従って、当該発光デバイス１０の光の一層大きな部分が該仮想基部面
Ｐに向かって放出されるのを保証する。かくして、光源１０の放射分布は更に向上され得
る。
【００５６】
　光源１０、１２の実施例における内囲体２０は、全て、球状の形状を有しているが、該
内囲体２０は、勿論、如何なる形状を有することもできる。この球状の形状の利点は、相
対的に高い輝度の白熱フィラメントも白熱する球状ボールとして知覚されるので、この球
状の内囲体２０を使用することが、動作時において当該光源を白熱光源に極めて類似させ
得るということである。
【００５７】
　前記発光部２０は、接続手段８０を介して外囲体３０内に配設される。該接続手段８０
は、勿論、如何なる形状を有することもできる。しかしながら、該接続手段８０は、好ま
しくは、前記発光デバイス４０が接続された回路基板７０から前記基部に向かって広がる
中空円錐形状を有するものとすることができる。該円錐状接続手段８０の幅は、好ましく
は、発光部２０により放出された光が該接続手段８０により遮断されることがないように
基部６０の直径より小さいものとする。該中空円錐状接続手段８０内には、使用される発
光デバイス４０のための適切なレベルに電力を変換するために追加の電子回路を配設する
ことができ、該追加の電子回路は発光デバイス４０を駆動するための固有の電子回路を有
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することができる。最後に、上記接続手段８０は熱伝導機能を有することができる。発光
デバイス４０として発光ダイオード４０を使用する場合、該発光ダイオード４０の冷却は
重要な問題となる。発光部２０内には、該発光部２０内の発光デバイス４０の温度を減少
させ及び／又は制限するための冷却手段を有するための空間は存在しない。上記接続手段
８０を使用する場合、該接続手段８０を、発光デバイス４０から熱を、例えば、追加の熱
伝達手段が存在し得る基部６０に向かって伝導除去するために使用することができる。
【００５８】
　基部６０は、外囲体３０に接続されている。この基部６０は、本実施例では発光デバイ
ス４０からの熱を接続手段８０を介して周囲環境に伝導する冷却フィン９０から構成され
た熱伝達手段９０を有している。前述したように、例えば冷却液等の冷却流体と熱を交換
する熱交換器（図示略）等の他の熱伝達手段９０を使用することもできる。図１に示す基
部６０は、既知の白熱光源を外部電源（図示略）に接続するために使用される螺旋部に類
似した螺旋部も有している。かくして、当該光源１０は、斯様な類似した螺旋部を有する
良く知られた白熱光源のための改良置換品として直接使用することができる。勿論、何ら
かの外部電源に当該光源１０を接続するための他の手段を使用することもできる。
【００５９】
　図２は、図1に示して本発明による光源１０の放射分布を図示したグラフを示す。図２
に示されるグラフにおいて、光の輝度は該グラフの垂直軸に沿ってプロットされ、方位角
は水平軸に沿ってプロットされている。当該ビームの幅は、光輝度曲線１００の中央に双
方向矢印１１０により示されているように最大輝度の半分において定義される。双方向矢
印１１０と光輝度曲線１００との間の交差点から発する点線１２０ａ、１２０ｂは、半値
全幅における当該光源１０の角度分布を定めている。本例において、光源１０の放射分布
の幅は、基部６０と発光部２０との間の１６.５ミリメートルなる距離Ｄ（図１参照）を
持つ光源１０の場合、２５４度ＦＷＨＭである。これは、外囲体３０の高さの1/2なる、
内囲体５０の重心位置と等価である。
【００６０】
　図３Ａ及び３Ｂは、本発明による光源の異なる実施例１０、１２の側面図を示す。図３
Ａ及び３Ｂに示した異なる実施例において、外囲体３０、３２は他の拡散部を有している
。該他の拡散部は、外囲体３０、３２により透過された光の一部を再指向するように構成
されている。該拡散部は、本発明による光源１０、１２の見え方に影響を与えるような所
定の拡散度を有する。該拡散度は、透過されるビームの半値全幅パラメータを用いて、平
行化されたペンシルビームの散乱挙動により定義される。上記の平行化されたペンシルビ
ームは１度未満の平行化されたビームのＦＷＨＭを有する。前記ＦＷＨＭは、５度と１２
０度との間とすることができる。好ましくは、幾らかの追加の再指向性を有し、フィラメ
ント効果を有し、及びそれでも高効率を有するために、該拡散度は５度と４０度との間と
する。図３Ａにおいて、該拡散度は最高であり、その結果、内囲体５０の細部は殆ど見え
ない。内囲体５０は、典型的には、青色光を黄色光に変換する発光材料を有するので、該
内囲体５０は、典型的には、当該光源１０、１２がオフされている場合は黄色の外観を有
する。これは、好ましくはない。相対的に高い拡散度（３０度と１２０度との間のＦＷＨ
Ｍ）を持つ他の拡散部を選択することにより、内囲体５０の黄色の外観を含む、内囲体５
０の詳細は一層見えなくなる。図３Ｂにおいて、上記他の拡散部は、より低い拡散度（５
度と３０度との間のＦＷＨＭ）を有する。結果として、内囲体の細部は相対的に良く見え
、効率は一層高くなる。光源１０から放出される光のビーム角は、図３Ａにおけるような
一層高い拡散度の場合におけるより小さくなるが、それでも、従来技術の光源におけるよ
り大きい。
【００６１】
　本発明による光源１０、１２における内囲体５０の該黄色の外観を更に低減するために
、該内囲体５０の外壁（外囲体３０、３２に面する該内囲体５０の壁）は、白い拡散層を
有することができる。この白の拡散層は、当該光源１０、１２により放出される光の色に
僅かに影響を与えるのみである。それでも、当該光源１０、１２がオフ状態である場合の
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内囲体５０の外観を明らかに変えることができる。
【００６２】
　図４Ａ及び４Ｂは、本発明による光源１０の異なる詳細レベルでの断面図を示す。図４
Ａは全体の光源１０の断面図を示す一方、図４Ｂは発光ダイオードデバイス４０である発
光デバイス４０を有する内囲体５０の詳細な断面図を示す。外囲体３０と対称軸Ｓとの間
の交差点Ｔｏは、図４Ａに示される、外囲体３０の頂部Ｔｏとしても示されている。内囲
体５０と対称軸Ｓとの交差点Ｔｉは、図４Ｂに示される、内囲体５０の頂部Ｔｉとしても
示されている。
【００６３】
　図４Ａにおいては、接続エレメント８０が、発光部２０から基部６０に向かって広がる
円錐状接続エレメント８０であることが明瞭に分かる。更に、該円錐状接続エレメント８
０は中空であり、例えば、使用される発光デバイス４０にとり適したレベルに電力を変換
するための付加的電子回路のための空間を提供することができる。更に、該接続手段８０
は、熱を発光デバイス４０から、例えば冷却フィン９０等の付加的な熱伝達手段９０が存
在し得る基部６０に向かって移送除去する熱伝導機能も有することができる。
【００６４】
　回路基板７０は、好ましくは、相対的に安価に製造することができるので、図４Ｂに示
されるような平らな回路基板７０とする。しかしながら、回路基板７０は、対称軸Ｓに対
して及び／又は互いに対して異なる角度で配設された幾つかの回路基板（図示略）から構
成することもできる。図４Ｂからも分かるように、回路基板７０は１つの発光ダイオード
４０を有することができるが、２以上の発光ダイオード４０を有することもできる。回路
基板７０は、更に、当該回路基板７０における前記内囲体５０に面する側に反射性及び／
又は発光性の層を有することができる。このような実施例において、上記反射性の層は、
例えば、光の再利用を可能にするために使用することができ、上記発光材料は、当該光源
１０により放出される色を微調整するために使用することができ、及び／又は当該回路基
板７０に適用された発光ダイオード４０の放射特性を補正するために使用することができ
る。発光デバイス４０は、例えば、青色光を放出することができるか、又は如何なる他の
色の光も放出することができ、例えば蛍光体変換発光ダイオード４０等の蛍光体変換光源
４０を有することもできる。
【００６５】
　内囲体５０は、例えば、ポリカーボネイト等の透明ポリマ（モールディング前に該ポリ
カーボネイトに混合された発光材料を有する）の射出成形（インジェクション・モールデ
ィング）により製造することができる。上記発光材料は、上記ポリカーボネイトがモール
ディングされた後に、内囲体５０の内側及び／又は外側表面上に層として被着することも
できる。オプションとして、ＴｉＯ２、ＳｉＯ２又はＡｌ２Ｏ３等の追加の拡散材料を上
記ポリカーボネイト内に及び／又は該ポリカーボネイト上に層として適用することもでき
る。他の例として、上記内囲体５０は、適切な（ポリマ）母材中に前記発光材料及びオプ
ションとして追加の拡散材料が存在し得るようなガラス又はプラスチックの透明又は半透
明な凹状基板の、例えばフラッシュコーティング又はスプレイコーティングから形成する
こともできる。
【００６６】
　他の例として、上記内囲体５０は、例えばシリコーンゴム等の透明ポリマ（硬化前の当
該シリコーンゴム中に混合された発光材料を有する）の射出成形により製造することもで
きる。オプションとして、ＴｉＯ２、ＳｉＯ２又はＡｌ２Ｏ３等の追加の拡散材料を上記
シリコーンゴム内に適用することもできる。
【００６７】
　図５Ａ及び５Ｂは、本発明による異なる光源１４、１６の断面図を示し、外囲体３０は
省略されている。外囲体３０は、図５Ａにおいて内囲体５２の形状を一層明確に示すため
に、及び図５Ｂにおいて発光デバイス４０の固有の構成を一層明確に示すために、これら
図５Ａ及び５Ｂには示されていない。しかしながら、動作時においては、外囲体３０は図
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１に示したように、及び請求項に示されるように存在する。図５Ａに示す実施例において
は、内囲体５２の対称軸Ｓに沿う寸法が該内囲体５２の対称軸Ｓに垂直な方向における寸
法より大きい細長い内囲体５２が示されている。このような内囲体５２の結果として、内
囲体５０が実質的に球状の形状を有するような先の実施例と比較して異なるフィラメント
効果が得られる。図５Ｂの実施例において、発光デバイス４０は、対称軸Ｓに対して且つ
互いに対して異なる角度で配置された異なる回路基板７０、７２ａ、７２ｂ上に配設され
た複数の発光ダイオード４０から構成されている。このような構成は、一層多くの光が基
部面Ｐ（図５Ｂには示されていない）に向かって放出されるので、当該光源１６の更に増
加された空間的放射分布を発生する。実質的に均一な色分布を得るために、上記の複数の
発光ダイオードは、好ましくは、実質的に同一の色の光を放出するものとする。
【００６８】
　前記外囲体３０は、例えば透明ガラスから形成することができる。前記の適切な拡散度
は、例えば内側及び／又は外側表面のサンド・ブラスティング又はエッチングにより、又
は例えば適切な（ポリマ）母材中のＴｉＯ２、ＳｉＯ２又はＡｌ２Ｏ３等の好適な拡散材
料によるフラッシュコーティング又はスプレイコーティングにより達成することができる
。斯かるコーティング工程の後、上記母材材料は加熱により除去することができる。他の
例として、外囲体３０は、追加の拡散材料を含むポリカーボネイト又はシリコーンゴム等
の半透明プラスチックから形成することができる。該外囲体３０は、使用される材料の特
性に応じて、例えば、インジェクションブロー成形、射出成形（インジェクションモール
ディング）又は圧縮成形により製造することができる。
【００６９】
　本発明による一実施例において、赤橙色窒化物蛍光体が内囲体５０に被着される（即ち
、遠隔発光エレメント）一方、回路基板７０上には少なくとも青色発光ダイオード４０が
用いられると共に、当該内囲体５０から白っぽい光が放出されるように黄緑蛍光体が被着
される。
【００７０】
　他の実施例において、黄緑蛍光体（例えば、黄緑ガーネット蛍光体）が内囲体５０に適
用され、赤橙蛍光体（例えば、赤橙窒化物蛍光体）が、青色光を放出する発光ダイオード
４０の近傍において発光ダイオード４０に又は回路基板７０に被着される。
【００７１】
　他の実施例は、内囲体５０に被着された赤橙及び黄緑蛍光体の混合物を有する一方、回
路基板７０上には、少なくとも青色光を放出する発光ダイオード４０が設けられる。
【００７２】
　他の例として、一実施例において、赤橙蛍光体（例えば、赤橙窒化物蛍光体）が内囲体
５０に適用され、黄緑蛍光体（例えば、黄緑ガーネット蛍光体）が外囲体３０に適用され
る一方、回路基板７０は少なくとも青色光を放出する発光ダイオード４０を有する。
【００７３】
　他の実施例において、青色光を放出する発光ダイオード４０及び赤色光を放出する発光
ダイオード４０が共に回路基板７０上に取り付けられる一方、内囲体５０は少なくとも黄
緑蛍光体を有する。
【００７４】
　他の実施例において、青色光により照射されると赤橙色の光を放出するような発光材料
を有する青色光及び赤色光を放出する発光ダイオード４０が、回路基板７０上に取り付け
られる一方、内囲体５０は少なくとも黄緑ガーネット蛍光体を有する。
【００７５】
　更に他の実施例において、白色光を放出する発光ダイオード４０が回路基板７０上に取
り付けられる一方、内囲体５０は拡散材料を有する。この実施例は、内囲体５０又は外囲
体５０の何れに適用された発光材料も有さないが、それでも、フィラメント効果が存在す
る。
【００７６】
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　全ての構成において、赤色光発光デバイス４０又は赤色発光材料は、少なくとも６００
ｎｍの、好ましくは少なくとも６１０ｎｍのピーク波長、及び６６０ｎｍの、好ましくは
６５０ｎｍの、最も好ましくは６４０ｎｍの最大ピーク波長を持つ。
【００７７】
　前記ガーネット蛍光体は、典型的には、一般式：
(YxLu1-x)3Al5O12:Ce (0<=x<=1)
を有し、前記窒化物蛍光体は、典型的には、一般式：
(CaxSryBa1-x-y)AlSiN3:Eu (0<=x<=1, 0<=y<=1-x)又は
(CaxSryBa1-x-y)2Si5N8:Eu (0<=x<=1, 0<=y<=1-x)
を有する。
【００７８】
　尚、上述した実施例は、本発明を限定するというよりは解説するものであり、当業者で
あれば、添付請求項の範囲を逸脱することなしに多くの代替実施例を設計することができ
ることに注意すべきである。
【００７９】
　また、請求項において、括弧内に記載された如何なる符号も当該請求項を制限するもの
と見なしてはならない。また、"有する"なる動詞及びその活用形は、請求項に記載された
もの以外の構成要素又はステップの存在を排除するものではない。また、単数形の構成要
素は複数の斯様な構成要素の存在を排除するものではない。また、本発明は幾つかの個別
要素を有するハードウェアにより実施化することができる。また、幾つかの手段を列挙す
る装置の請求項において、これら手段の幾つかは、１つの同一のハードウェア品目により
具現化することができる。また、特定の手段が相互に異なる従属請求項に記載されている
という単なる事実は、これら手段の組み合わせを有利に使用することができないというこ
とを示すものではない。

【図１】 【図２】

【図３Ａ】
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【図５Ｂ】
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